
資料１ 
循環型社会形成推進基本計画 
（平成２０年３月閣議決定） 

＜抜粋＞ 
 

 
第１章（略） 
 
第２章 循環型社会形成の中長期的なイメージ 
 第１節 （略） 
第２節 地域の特性に応じた循環型社会の実現 
経済社会の物質循環は画一的なものばかりでなく、地域の特性や循環資源の性質に応じて、最適な

規模の循環を形成することも重要です。例えば、一定の地域のみで発生する又は腐敗しやすい等の特

徴を持つバイオマス系循環資源は地域において循環し、高度な処理技術を要する循環資源はより広域

的な処理が行われます。このように地域で循環可能な資源はなるべく地域で循環させ、地域での循環

が困難なものについては循環の環を広域化させていくといった考え方に基づく「地域循環圏」が、廃

棄物の適正処理と不法投棄防止を大前提に幾重にも構築され、地域間での連携を図りつつ、低炭素社

会や自然共生社会とも統合された持続可能な地域づくりが進みます。 
 
例えば、コミュニティ・レベルにおいては、不用になったものを近所で融通したりフリーマーケッ

トを通じたりしてリユースし、また故障したものも修理してできるだけ長く使われます。リサイクル

プラザ等のリユース、リサイクルに加え住民啓発機能を有する市町村の資源化施設が拠点となって、

市民や NGO/NPO 等が参加したリサイクル活動が行われ、その活動が広がってコミュニティ･ビジネ

スの展開が進みます。移動に際しては、自転車が活用されるなど環境負荷の少ない地域社会の形成に

も寄与します。 
 
農山漁村においては、間伐材、家畜排せつ物、貝殻、分別収集された生ごみ等が循環資源となり、

バイオマス系循環資源として肥飼料等に利用され、これらを利用して生産された農畜水産物等が地域

内で消費される地産地消の循環が形成されます。このような地産地消の循環形成など持続的な農林水

産業が営まれることなどにより、生物の生息の場としての里地里山などの保全にも寄与します。 
 
中小都市においては、都市と農村が近接している場合、都市部から安定的に一定量が排出されるバ

イオマス系循環資源については、農村部に運搬され肥飼料等として利用され生産された農畜産物が都

市部において消費される、都市と農村の循環が形成されたり、地域の特性に応じてエネルギーとして

利用することが推進されます。工業系廃棄物等については、近隣に再資源化施設がない場合、物流網

を通じて比較的広域に流通し、循環資源として再生利用されます。 
 
大都市においては、廃棄物等の発生密度が高いため、大量の廃棄物等が恒常的に排出・収集され、
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徹底した資源回収、資源化できないものの焼却施設における減量化及びその際の熱回収等が大規模か

つ効率的に行われ、例えば、バイオマス系循環資源やプラスチックなどについて、一次循環利用の際

の残さをさらに再生利用または熱回収するなど、多段階での利用が大規模かつ効率的に徹底されます。 
 
ブロック圏や全国的な規模の循環圏においては、その循環の中心の産業集積地において、生産活動

に必要な資源投入量の抑制が徹底されるとともに、リサイクル産業等が集積し、陸運・海運も含め広

域的に循環資源が収集され、規模の経済性と集積内での相互連携により効率的な循環資源の利用が進

みます。また、動脈産業の技術・インフラ・ノウハウ等を応用し、ゼロエミッションに向けた取組が

徹底されます。特に量的には小さくとも付加価値の高いレアメタル等の循環資源を回収したり、有害

廃棄物を無害化したりするなど、独自の技術で循環資源が利用されます。（以降、略） 
 
第３章～第４章（略） 
 
第５章 国の取組 
 第１節 （略） 
第２節 国内における取組 
２ 地域循環圏を踏まえた循環型社会づくり 

地域の特性を活かし、かつ、循環資源の性質に応じて最適な規模の「地域循環圏」の形成を推進

し、地域活性化につなげていきます。地域循環圏は、各主体が相互の連携・協働（つながり力）を

通じて、各々の役割を積極的に果たしていくことで形成されます。国にあっては、国際・全国レベ

ルで、また地方環境事務所をはじめとする地方支分部局を活用してブロックレベルで、地方公共団

体の取組支援など各主体が連携・協働できるようコーディネーターとしての役割を果たし、国と地

方を中心に各主体が構想段階から協働して地域計画を策定し、循環型社会の形成のための基盤の整

備を推進していきます。 
地域循環圏の形成は循環資源の性質に基づくことから、廃棄物の適正処理を前提に、温暖化対策

や生物多様性の保全などの環境面や希少性や有用性などの資源面、さらに輸送効率や処理コストな

どの経済面の各観点から、循環資源ごとに地域の特性を踏まえて最適な循環の範囲の検討を進めて

いきます。一方、一定の地域のみで発生する又は腐敗しやすい等の特徴を持つバイオマス系循環資

源はその地域において、また高度な処理技術を要するものはより広域的な地域で、といったように、

最適な循環圏の規模が一定程度明確なものについては、その形成を以下のように進めます。（以降、

略） 
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国際資源循環

国内資源循環

○循環資源：
店頭回収品等や地域
固有のバイオマス資源
など、「地域」内で利用
することが経済的に有
効で環境負荷も小さい
と考えられる循環資源。

○循環の範囲：
複数のコミュニティ、主
体が連携する「地域」が
対象範囲。都市部と農
村部が連携して循環資
源の活用を推進するこ
となどが期待される。

○循環資源：
不要になったものを
近所で融通、壊れた
物を修理する、廃食
用油のバイオディー
ゼル燃料としての利
用等、生活圏が中心。

○循環の範囲：
地理的、社会的、経
済的に密接な「コミュ
ニティ」が対象範囲。

ブロック内資源循環

地域資源循環
Ｂ村

ﾘｻｲｸﾙ
施設

最終処分場

分別回収
再生・再利用

Ａ市

熱回収施
設

各家庭・小売店
再資源化

コミュニティ資源循環

Ｄ市

Ｃ町

バイオマ
ス利用施

設

○循環資源：
地域内で処理するには先端技術の不存
在や量的問題などがあるため、輸送コス
トや処理特殊性を勘案しつつ、環境産業
の集積した地域において処理することが
有効な循環資源（金属や土石、処理困難
物など）。

○循環の範囲：
複数の都道府県ないし日本全国など、循
環資源の特性などによって循環の範囲は
異なる。
循環の範囲が広域であるため、エコタウ
ンの連携、リサイクルポートの活用など環
境産業の集積や静脈物流の整備が重要
である。

○循環資源：
国際分業の推進によって適切な循環資源
の活用が図られるもの。労働集約的なも
のや高度なリサイクル技術を要するもの
など、各国の特性（人件費、技術力等）を
活かした循環資源の利活用を推進する。
我が国では、製品から抽出できる微量の
希少金属（例：インジウム）など、他国では
リサイクル困難な、高度なリサイクル技術
を要する循環資源の活用が有効。

○循環の範囲：
日本の循環資源のみでなく、海外におい
て発生した循環資源も含める。
当面は東アジアを中心に、
①まず各国の国内で循環型社会を構築し、
②廃棄物の不法な輸出入を防止する取
組を充実・強化し、
③その上で循環資源の輸出入の円滑化
を図る
ことで、国際的な循環型社会の構築を推
進する。

地域循環圏
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